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１．まえがき 

 持続可能なモビリティは、石油系燃料とバイオ系

燃料等の石油代替燃料による内燃機関駆動、及び電

気動力駆動から構成されることになる。この中で地

域・地球環境問題への対応、エネルギー資源の保全・

セキュリティへの適合等から、長期展望下では電気

動力駆動系への期待が大きい。特に第１図に示すよ

うに、原理的に効率が高く、燃費に優れ、また多大

な技術蓄積による技術進歩への波及・牽引効果が見

込まれるという点から、燃料電池自動車への期待が

強い。しかし同時に、第２図に示すように低コスト

化や耐久・寿命等の性能向上、効率向上を実現する

ための材料開発やセル素材構成の最適化等が今後も

必要とされる。また高圧水素容器の搭載を想定した

場合の容積や重量に係る課題、水素の製造からイン

フラ整備に係わる課題の解決も必要である。従って、

燃料電池自動車は未だ初期導入の段階にあり、その

本格普及には今後も時間を要すると云える。 

 燃料電池自動車の普及には、第３図に示すような

シナリオに基づいた技術開発やインフラ整備等が着

実に進まねばならず、個別企業での開発のみならず、

関係諸省庁での基準整備や産学官連携による課題解

決（JHFCや NEDOでのプジェクト等）が進められいる。

またこれらと類似した熱心な取り組みが欧米でもな

されており、燃料電池自動車の普及促進に向けた激

しい国際競争の渦中にあるとも云える。 

 交通安全環境研究所は、国土交通省からの委託を

受けた「燃料電池自動車実用化促進プロジェクト」

を2003～04年度に主宰した。高圧水素ガス容器搭載

型燃料電池自動車の公道走行時における安全性確保

の要件を明確化することを主眼とした技術検証を進

め、その結果は世界に先駆けた保安基準や技術基準

の策定に反映され、燃料電池自動車の普及促進の一

端を担ってきた。本稿では、これに継いで 2005～06

年度で実施中の「燃料電池バス実用化促進プロジェ

クト」での実施概要及び燃料電池自動車の普及促進

に向けた当所の取組みスタンスについて説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 燃料電池自動車の燃費、CO2排出性能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２図 燃料電池の低コスト化、性能向上に向けた 

     技術開発のロードマップ 

自動車用燃料電池、構成部材開発のロードマップ自動車用燃料電池、構成部材開発のロードマップ

（NEDO資料を参考にして作成）

年 2010 2015 2020

アノード触媒
ナノ触媒、微細構造制御触媒による白金使用量半減 → １／５ （低コスト化）
貴金属フリー水素酸化触媒の開発 （低コスト化） 現状同等活性達成

カソード触媒

粒子サイズ、形状最適化、微量元素添加等による白金使用量半減 → １／５ （低コスト化）
白金と同等の酸素還元性を有する材料探索

触媒担体～触媒間相互作用の解明、補助触媒の探索等による酸素還元活性の向上

高分散合金触媒の探索・最適化による高温作動性の向上（～120℃対応）

高耐久性触媒、担体による5,000時間（起動停止３万回達成）

セパレータ

流路構造の最適化

電気抵抗、機械的性質、安定性、成形性に優れたカーボン系セパレータ開発
薄型化、軽量化、大面積化

価格と耐食性が両立する金属セパレータ開発（コーティング技術など）

電解質膜

フッ素系膜の量産プロセス確立
炭化水素系膜開発、量産プロセス確立
新素材開発、膜構造改良による、起動停止・温度変化に対する劣化抑制
リサイクル技術の確立（特にフッ素系膜）

新材料、構造による高性能（高温、低加湿対応）膜の開発

水素

酸素（空気）

水

電解質膜

電極触媒セパレータ

アノード（水素極）

カソード（酸素極）

H2→2H++2e-
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2e- 2e-

電流

酸素（空気）

直流電流

燃料電池スタック

単セル

水素

水

スタック

低コスト化、スタック構造最適化

耐久性 3,000時間 5,000時間実証
起動停止 ２万回 ３万回 ６万回
出力密度 約２ 約２．４ｋＷ／Ｌ
車輌効率 ５８％ ６１％ ６４％ＬＨＶ
高温（～120℃）・低加湿運転耐久性確保
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第３図 燃料電池自動車の普及に向けたシナリオ 

 

２．燃料電池バス実用化促進プロジェクトの概要 

２．１． プロジェクト発足までの経緯 

 当所が取り組むプロジェクトに焦点をあてた経緯

を第４図に示す。燃料電池実用化の重要性への認識

から、関連規制の再点検等を包括的・早期に進める

ため、「燃料電池実用化に関する関係省庁連絡会議」

が2002年 5月に内閣官房に設置された。ここで燃料

電池自動車については、道路運送車両法、道路法、

高圧ガス保安法、消防法の早期整備が必要であるこ

とが確認された。国土交通省に設置の燃料電池自動

車技術評価検討会（1999 年発足）によって「大臣認

定走行を行う燃料電池自動車の安全性の確保及び環

境の保全に関する技術指針」が 2002 年 10 月に制定

され、これによって試験的な公道走行が可能となっ

た。また同年には市販の燃料電池自動車が公用車と

して府省等へも導入された。 

 2003 年度に国土交通省から委託を受け、圧縮水素

容器搭載型の燃料電池自動車を対象とした「燃料電

池自動車実用化促進プロジェクト」を当所が主宰し

た。2004 年度までに安全性に関する基準を整備し、

道路運送車両法に基づく型式指定を取得できること

を背景とするものである。「水素安全・衝突安全」、

「高電圧安全・電磁波安全」、「環境保全、その他」の

３ワーキンググループによる調査・試験研究が実施

され、また学識経験者や関連業界代表に委嘱された

「検討会」にて、データ収集、基準・試験法案の策定、

保安・技術基準案の策定等の審議・検討がなされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４図 国土交通省を始めとした燃料電池車普及に 

    向けた取組み 

 

その結果に基づき、「燃料電池自動車の安全・環境に

係る保安基準」が 2005 年 3 月 31 日に施行され、こ

れに従った燃料電池自動車の型式認証が同年 6 月に

行われた。いずれも世界に先駆けたものである。 

 この「燃料電池自動車実用化促進プロジェクト」

による試験・調査の結果や保安基準の改訂内容の骨

子を以下に列記する。 

(1) 水素ガスの漏洩対策として、高圧部では高圧ガ

ス保安法の適用、中低圧配管類については最低限

度の構造要件を規定。水素脆性対策を考慮した材

料の使用（材料の特定は行わない）。 

(2) 水素ガスの漏洩検知のため、センサ・圧力低下・

流量計測の手法を検討。可燃限水素濃度を検知す

るセンサを「区画」（高～低圧水素が漏洩・滞留す

る可能性がある独立した空間）毎に設置する。 

(3) 漏洩した水素ガスが滞留する可能性の検討、お

よび車室にそれが侵入する可能性の検討。 

(4) 車両火災時に作動する水素ＰＲＤ放出について、

水素放出・着火実験による、放出してはならない

方向や部位の規定。 

(5)車両衝突時のガソリンの漏れ規定量と等価の発

熱量から、車両衝突時の水素ガス漏洩限界の規定

（131㍑／毎分）。 

(6) 高電圧安全性を、直接接触及び間接接触からの

保護、絶縁抵抗の確保によって規定。 

(7) 排出物（主として排出水）に関し、その環境影

響度の確認。 

燃料電池自動車、バス実用化促進プロジェクトに係わる経緯燃料電池自動車、バス実用化促進プロジェクトに係わる経緯

2006
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2003

2002

2001

燃料電池自動車燃料電池自動車
実用化促進プロジェクト実用化促進プロジェクト

燃料電池バス燃料電池バス
実用化促進プロジェクト実用化促進プロジェクト

燃料電池自動車
技術評価検討会

大臣認定走行の技術指針
公道走行試験の開始

燃料電池自動車の
安全・環境に係る保安基準

燃料電池自動車の型式認定開始

燃料電池実用化に関する関係省庁連絡会議
燃料電池実用化促進のための関連法規等の早期基盤整備

JHFCJHFC（第１期）（第１期）

関東地区に
水素ステーション
（ １０ヵ所）開設

愛知万博会場
水素ステーション
（２ヵ所）開設

燃料電池実用化戦略
研究会報告書（経産省）

JHFCJHFC（第２期）（第２期）

中部国際空港

大阪（２ヵ所）

予定

《経産省》 《《国土交通省国土交通省》》

東京ﾍﾞｲｴﾘｱ
でのFCバス
実証走行

愛知万博
会場

国内自動車メーカー国内自動車メーカー
による開発車両による開発車両
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燃料電池自動車の普及シナリオ（概念）燃料電池自動車の普及シナリオ（概念）

2000 2010 2020 2030

燃料電池システムのコスト燃料電池システムのコスト
5,000円／kW
（対、現行車競争力）

○ 現在

燃料電池自動車が具備すべき性能

発電効率 65%以上、出力密度 1.3kW／L以上、耐久性 5,000時間以上・・・

普
及
台
数

2000 2010 2020 （年） 2030

燃料電池自動車燃料電池自動車
普及台数普及台数

50,000

1,500

15,000,000

5,000,000
本
格
普
及
の
開
始

本
格
普
及
の
開
始

初期導入段階初期導入段階
デモ、限定導入デモ、限定導入

５５kgkgの水素を搭載可能なの水素を搭載可能な

技術開発（軽量・少容積）技術開発（軽量・少容積）
搭載可能水素量の増搭載可能水素量の増

水素水素5050円／円／NmNm33を実現するを実現する

製法開発とインフラ整備製法開発とインフラ整備
低環境負荷水素製造低環境負荷水素製造

安全性の絶対確保
（信頼性の確認）

各種調査機関等による普及台数予測値

5,000,000

500,000



２．２． 燃料電池バス実用化促進プロジェクト 

 2003～04 年度の「燃料電池自動車実用化促進プロ

ジェクト」は保安基準の早期整備を目指して、主と

して乗用車を念頭にして検討を進めた。しかしなが

ら燃料電池乗用車は、価格や水素燃料供給インフラ

等の点から未だ一般的なものとは云えない。これに

対して燃料電池バスは、①燃料・駆動系の大きさ・

重量等の課題に対処し易い、②水素燃料供給インフ

ラを拠点とした定期経路で走行する場合、不特定多

数の一般市民が、通常のディーゼルエンジン駆動と

比較して排ガスや振動等の性能優位性を比較体験で

きる、③自治体等による公的資金を活用した車両導

入も期待できる、等の理由から先行普及が有望視さ

れる。同様の理由から海外では燃料電池バスの普及

が先行し、1993 年に Ballard Power Systems 社が初

めて試作・発表した燃料電池バス以降、欧米各社で

試作・製造され、米国の Freedom CAR や EU の CUTE

プロジェクトを始め、中、豪、その他アジア諸国で

も試験走行が行われている。日本では、トヨタ自動

車㈱と日野自動車㈱が開発した大臣認定車による、

有明水素ステーションを利用した東京ベイエリアで

の東京都燃料電池バス運行（2003年 8月～2004年 12

月）及び愛・地球博水素ステーションを利用した愛

知万博期間中の燃料電池バスの運行（2005年 3月～9

月）の実績がある。 

 今後の燃料電池バスの普及に向けて、バスに特有

な構造や走行条件、点検整備等に応じた技術基準の

必要性等について検討し、併せてその普及を促すた

めの活動を実施することを内容とした「燃料電池バ

ス実用化促進プロジェクト」を2005～06年度に実施

している。本プロジェクトの方針や内容は「検討会」

（座長、石谷久慶応大学大学院教授）にて審議・決定

され、交通安全環境研究所、トヨタ自動車㈱・日野

自動車㈱（公募によって選定）、その他で実施される。

第３章に示す内容を06年度までに実施し、燃料電池

バス固有の基準整備の必要性が確認された場合に

は、別途検討過程を通じてそれが進められる。 

 「燃料電池自動車実用化促進プロジェクト」では、

国内自動車各社で開発された多様な燃料電池乗用車

を対象として検討が進んだのに対し、燃料電池バス

はトヨタ自動車㈱と日野自動車㈱が開発した車両

（FCHV-BUS）が国内に存在するのみである。従って欧

米で実用化されている燃料電池バスも参考にして、

燃料電池バス構成機器の搭載状況をモデル化し、バ

ス特有の構造や走行条件を勘案して、燃料電池バス

が担保せねばならない安全走行のための技術的要件

を明確化することが当プロジェクトの狙いとなる。 

 これまでの燃料電池バス（二次電池使用ハイブリ

ッド型）走行実績から、水素燃料消費は 10km／水素

1㌔グラム程度であり、対象とする高圧水素ガス容器

（35MPa）搭載型では、現行ディーゼルバスの燃料タ

ンク・同一航続距離と比較して10倍近い容量が必要

になるとされ、搭載容器重量（合計）も数百㌔グラ

ムのレベルとなる。定期経路で燃料電池バスの利便

性の体験を目途とする場合、低床式の現行バス車両

をベースにして、構造面での補強を施して屋根部に

ガス容器（及び燃料電池スタック）を搭載すること

が一般的と考えられる。国内及び欧米で開発・実用

化されている燃料電池バスもこの方式を採用してい

る。この形式は、先の「燃料電池自動車実用化促進

プロジェクト」においても検討されているが（道路

運送車両の保安基準、別添技術基準100、3.9.1項）、

搭載水素容量、重量、容器設置位置等からバス特有

の条件として精査することとした。 

 その他、高圧天然ガス（CNG）容器搭載車や電気自

動車との基準の関連についても調査・検討が必要で

ある。また世界に先駆けて整備された燃料電池自動

車の保安基準を、国際的な基準のベースとして確立

させるべく、調整業務を担っている。 

 

３．燃料電池バス実用化促進プロジェクト実施内容 

 燃料電池バス実用化促進プロジェクトでの具体的

な調査・試験研究事項を以下に概説する。実験室レ

ベルの試験及び実車試験による試験研究によって検

証を進めている。 

３．１．水素安全に関する検討 

(1) 乗用車と比較して、バスの場合では配管類等の

長尺化や容器の大型化、車体構造の相違等が想定

されることから、ガス容器や配管類の取付強度・

耐久性について検証する。 

(2) 車両火災事故により、高圧容器内の水素ガス温

度が異常に上昇した時の爆発防止のために PRD

（容器安全弁）が設置されるが、屋根部から多量の

ガスを出来るだけ速やかに、且つ安全に放出する

ための方法、放出ガスに着火した時の車両周囲に

及ぼす影響等について検証する（第５図参照）。 



(3) 屋根部にガス容器を設置する場合の直射日光に

よる温度上昇の程度や、現行法規で設置が義務付

けられる「日よけ」の効果等について検証する。 

(4) 先の保安基準で定義した「区画」に関し、大型

車の屋根部やエンジンコンパートメント等の大き

な空間における水素安全性について考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５図 燃料電池バス普及促進プロジェクトでの 

 実施事例（ＰＲＤ作動時の安全性検証） 

 

３．２．その他の技術検討 

(1) 燃料電池スタックの公称電圧の定義方法や、水

素ガスの換気や漏洩量測定を他のガスで代替する

場合の換算方法等、先のプロジェクトで細目の定

義化がなされなかった課題を解決する。 

(2) 容器の高圧化（70MPa）や種々の燃料搭載方法の

可能性、燃料電池セルを構成する各種材料の開発、

水素センサ等の周辺技術等々、燃料電池に関連す

る技術は日進月歩で進むことから、技術動向を継

続的に調査して、設定された基準の適合性や技術

開発への影響等について検討する。 

(3) 排出水等の分析等の環境安全性に関して、継続

的な確認を行う。 

(4) 燃料電池バス実証走行試験による耐久性、信頼

性、整備点検等の課題から、保安・整備基準とし

ての整備が必要な事項について検討する。 

３．３．燃料電池バス実証走行試験 

 定期的・継続的な燃料電池バス走行を通じて、実

燃料消費データの取得、耐久・信頼性や整備点検に

係る検討事項の抽出、また一般乗客や運転者・関係

者からの乗車体験や意見聴取が重要である。JHFC が

本年7月21日に設置し、東邦ガス㈱、新日鐵㈱、大

陽日酸㈱が運用するセントレア水素ステーションを

利用し、第６図に示す燃料電池バスを用いて、知多

半田～中部国際空港内の路線バス及び社会見学等で

の使用（知多乗合㈱）及び中部国際空港内のランプ

バス（CSS㈱、２台）での実証走行を 2006 年 7 月か

ら実施している。得られたデータ・知見はJHFCプロ

ジェクトと共有して活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６図 実証走行試験中の燃料電池バス 

 （FCHV-BUSトヨタ自動車㈱・日野自動車㈱） 

 

３．４．燃料電池自動車・バスの普及促進活動 

 これまでに述べた趣意に従い、燃料電池自動車・

バスの普及を促す活動にも注力している。中部国際

空港周辺地域での燃料電池バス走行の開始（2006 年

3 月 9 日～22 日に知多半田～常滑間で前項の実証走

行試験の予備走行として実施。JHFC 青梅移動式ステ

ーションを移設して燃料供給。）に併せ、3 月 2 日に

講演会（常滑文化会館）及び試乗会（常滑文化会館

周辺）を実施した。講演会では地元市民や報道関係

を含む 360 名を超える参加者を得て、燃料電池自動

車の意義や技術実態等を説明し、理解を深めること

に効果があったと考えている。今後も普及活動を継

続してゆく予定である。 

 

４．結 言 

 持続可能なモビリティにおける燃料電池自動車は

長期展望下では必須の存在となり、今後の普及に備

えた安全性の確保は絶対条件であり、それを担保す

るための技術要件の保証が必要となる。燃料電池自

動車及びその関連技術の開発動向を的確に捉え、関

連する産学官諸機関との連携を密にしながら、燃料

電池自動車の普及促進に向けた当所の役割を着実に

果たす所存である。 

実証走行試験中の燃料電池バス実証走行試験中の燃料電池バス

車 輌 名称 ＦＣＨＶ－ＢＵＳ
ベース車両 日野ブルーリボンシティ

（ノンステップ大型路線バス）
全長 １０，５１５ mm
全幅 ２，４９０ mm
全高 ３，３６０ mm

最高速度 ８０ km／h
乗車定員 ６３ 人

実証走行地域 ・知多半田駅～中部国際空港内
（知多乗合㈱、１台）

・中部国際空港内ランプバス（ＣＳＳ㈱、２台）

燃料電池 名称 トヨタFCスタック
種類 固体高分子形
出力 ９０ kW × ２

モーター 種類 交流同期電動機
最高出力 ８０ kW × ２
最大トルク ２６０ N･m

燃 料 種類 水素
貯蔵方法 高圧水素タンク
最高充填圧力 ３５ MPa

バッテリー 形式 ニッケル水素電池

燃料電池バス普及促進プロジェクト燃料電池バス普及促進プロジェクト
－－PRDPRD作動時の安全性に関する試験研究－作動時の安全性に関する試験研究－

【検討条件 （例）】

➢バス屋根部を想定した高所からの放出方
向の検討

➢貯蔵水素ガス量の増大に伴う水素ガス
放出時間の検討

➢複数個のPRD設置による水素ガス放出
時間の検討

➢区画の大容量化に伴う空気中酸素との
混合（拡散放出）の影響

➢水素ガス放出流路に存在し得る障害物
（じゃま板）の影響

➢車室内火災とPRD作動の関係の検討

高圧水素容器（35MPa）とPRD

２個のPRDを作動・着火させた場合の放出時間の検討

車室内火災がPRD作動に及ぼす影響の検討

バス屋根を想定した高所からのＰＲＤ作動・着火による
放出方向検討

写真待ち



燃料電池バス実用化促進プロジェクトについて 
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【概要】 

環境問題、ｴﾈﾙｷﾞ-資源の保全・ｾｷｭﾘﾃｨ、技術開発牽引効果等から、持続可能なﾓﾋﾞﾘﾃｨにおける燃料電池自動車（FC

車）の意義は大きい。当所は燃料電池自動車実用化促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを 2003～04 年度に主宰し、高圧水素ガス容器

搭載型 FC 車の公道走行時の安全確保の要件を明確化する事を主眼にした検討を進め、世界に先駆けた保安基準

策定に貢献した。継いで 05～06 年度に実施中の燃料電池バス実用化促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを概説する。バスの構造や走

行条件の特徴から、技術基準の更なる整備と普及促進活動を骨子とし、FC車普及のための基盤整備を担う。  


